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議案第４６号 

 

専決処分について 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、次のとおり専決処分をしたので、同法同条第３項の規定により、これを本市議会

に報告し、承認を求める。 

 

平成２３年６月１７日提出 

 

倉吉市長 石田 耕太郎 
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専決第２号 

 

専 決 処 分 書 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、平成２２年度倉吉市一般会計補正予算（第１０号）について、次のとおり専決処

分する。 

 

平成２３年３月３１日 

 

倉吉市長 石田 耕太郎 
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　　　平成22年度倉吉市一般会計補正予算(第10号)

　平成22年度倉吉市の一般会計補正予算（第10号）は、次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算の補正）

第１条　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ8,067千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ27,395,923千円とする。

２　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。

　（繰越明許費の補正）

第２条　繰越明許費の追加は、「第２表繰越明許費補正」による。
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(単位　千円)

款 項 計

第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算 補 正

補正前の額 補 正 額

歳　入( )

繰 入 金18 241,908233,841 8,067.

基 金 繰 入 金1 231,299223,232 8,067.

歳　　 　入　　 　合　　 　計 27,395,92327,387,856 8,067
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(単位　千円)

款 項 計補正前の額 補 正 額

歳　出( )

総 務 費2 3,030,9943,022,927 8,067.

総 務 管 理 費1 2,554,0672,546,000 8,067.

歳　　 　出　　 　合　　 　計 27,395,92327,387,856 8,067
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第２表　　繰越明許費補正

（追加）

款 項 事　　　業　　　名 金　　　　　　額

千円

2 総 務 費 3 戸 籍 住 民 基 本 台 帳 費 戸 籍 住 民 登 録 事 務 363

3 民 生 費 2 児 童 福 祉 費 児 童 福 祉 法 施 行 事 務 （ 安 心 こ ど も 基 金 ） 200
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（歳　入）

款

（単位　千円）

１．総 括
歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書

補 正 前 の 額 補 正 額 計

繰 入 金18. 241,908233,841 8,067

歳 入 合 計 27,395,92327,387,856 8,067
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（単位 千円）（歳　出）

款
国 県 支 出 金 地   方   債 そ の 他

特 定 財 源
一 般 財 源

補 正 前 の 額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

総 務 費2. 3,022,927 8,067 3,030,994 8,067

歳 出 合 計 27,387,856 8,067 27,395,923 8,067
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区   　　　　　　 分 金   額

節

目 説          明

２．歳　入

補正前の額 補  正  額 計

18. 繰入金  1. 基金繰入金（款） （項） （単位  千円）

財 政 調 整 基 金 繰 入 金 財 政 調 整 基 金 繰 入 金123,579115,512 8,067  1. 8,067 財政調整基金繰入金                       8,067 1.

  計    231,299223,232 8,067
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国県支出金 地　方 債 そ の 他

特       定       財       源
一般財源 区    分 金   額

節補　正　額　の　財　源　内　訳

目 説          明

３．歳　出

補正前の額 補  正  額 計

 2. 総務費  1. 総務管理費（款） （項） （単位  千円）

一 般 管 理 費 職員手当等1,137,4641,129,397 8,067 8,067  3. 8,067 退職手当                       8,067 1.

 計   2,554,0672,546,000 8,067 8,067
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１　一　般　職
　(1)　総　 括

　(2)　給料及び職員手当の増減額の明細

8,067

323,144

315,077

(千円）

期末手当

3,089,480

0

3,081,413

勤勉手当 退職手当

（千円）

2,561,912 519,501

住居手当

519,501

0

特殊勤務手当

1,514,931

0 8,067

1,514,931 1,055,048 2,569,979

管理職手当

8,067

時間外及び休

日勤務手当

1,046,981

通勤手当
（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

49,970 10,241 360,88816,595

比   較 0

180,13049,970 16,595 28,632 67,960 17,488 360,888

0

67,960

0

17,488

0

補　正　後

補　正　前

比　　　較

区   分

0

392

扶養手当

392

10,241

の 内 訳

補正後

補正前

職員手当

0

28,632

0 0

（千円）

180,130

給　　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　　　費

区　　　分 増　減　額　（千円） 増　減　事　由　別　内　訳　　（千円）

8,067

区　　　分 職　　員　　数
（人）

備　　　　　　　　　　　考共　　済　　費 合　　　　　　計
(千円）

給　　　　　　料 職　員　手　当
（千円）

計
（千円）

8,067

職員手当 8,067

給与改定に伴う増減分

そ の 他 の 増 減 分

制度改正に伴う増減分

そ の 他 の 増 減 分

給　　　料

給 与 費 明 細 書

説　　　　　　　　　　　　　　　　明 備　　　　　　　　　　　　　　　考

早期退職者による増額
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繰越明許費に関する調書

（款） ２総務費
（項） ３戸籍住民基本台帳費

（目） 1 戸籍住民基本台帳費
（事業名） 戸籍住民登録事務

千円 千円 千円

18 備品購入費 363 18 備品購入費 363

計 363 計 計 363

繰 越 事 由関 係 予 算 額

な ら な い と 予 想 さ れ る も の 越 さ な け れ ば な ら な い も の

左 の う ち

そ の 性 質 上 繰 越 さ な け れ ば 予 算 成 立 後 の 事 由 に よ り 繰

事業費

全体予算額

年度内執行額

繰越額

363

363

国県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

363

363

東北地方太平洋沖地震の影響により、
機器の納入が遅れるため、年度内の支
出が困難となった。

（千円）

事 業 概 要

公的個人認証システム
・鍵ペア生成装置
・カードリーダライタ

事業完了予定時期

平成２３年５月
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繰越明許費に関する調書

（款） ３民生費
（項） ２児童福祉費

（目） １児童福祉総務費
（事業名） 児童福祉法施行事務（安心こども基金）

千円 千円 千円

19 負担金補助及び交付金 21,493 19 負担金補助及び交付金 200

計 21,493 計 計 200

繰 越 事 由関 係 予 算 額

な ら な い と 予 想 さ れ る も の 越 さ な け れ ば な ら な い も の

左 の う ち

そ の 性 質 上 繰 越 さ な け れ ば 予 算 成 立 後 の 事 由 に よ り 繰

事業費

全体予算額

年度内執行額

繰越額

21,493

21,293

200

国県支出金

21,493

21,293

200

地方債 その他特定財源 一般財源

東北地方太平洋沖地震の影響による停
電等により、物流センターで通常の業
務が行えなくなったことにより、年度
内完了が困難となったため

オープンデー等保育園・幼稚園を地域
に開放することで、地域における子育
て力の向上を図り、きめ細やかな子育
て支援活動を促進するため、地域子育
て支援活動に必要な備品等（主に室内
遊具）を購入する。
1施設　1,000,000円限度
事業完了予定時期　平成23年5月

（千円）

事 業 概 要
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